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1. 本章の概要 

災害により多数の被災建築物が倒壊・損壊した場合は、解体工事が急増するため、解体工

事が専門ではなく、石綿作業の経験を十分に有していない事業者が解体を実施する可能性

がある。 

また、仮置場を管理する被災市町村等自治体職員も、石綿対策の経験を有している場合は

少ない。 

このため、解体等工事現場や仮置場に自治体の職員が大気汚染防止法、廃棄物処理法に基

づく立入検査を行い、石綿飛散防止措置が適切に行われているか確認し、必要に応じて指導

することが必要となる。 

災害時における石綿の飛散・ばく露防止に係る工程を図 12.1に示す（第１章 図 1.2を

再掲）。 
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図 12.1 災害時における石綿の飛散・ばく露防止に係る工程（再掲） 

 

 

2. 解体等工事現場への立入検査等 

2.1 解体等工事における石綿飛散防止に関する周知 

自治体の大気汚染防止法（特定粉じん関係）担当部署は、復旧のための解体工事が開始さ

れる前に、解体業者、建設・土木業者、関係市町村に対して、解体等工事における石綿飛散

防止について周知しておく必要がある（※12-1）。 

石綿障害予防規則においては、木造民家も含めて石綿含有建材を取扱っている解体等工

事現場では、「石綿作業主任者技能講習修了者（平成 18年３月までの特定化学物質等作業主

任者技能講習修了者も可）の中から石綿作業主任者を選任し、石綿作業中は常駐させるこ

と」、「全ての作業員が石綿取扱作業員特別教育を受講していること」が求められていること

から、これらについても併せて周知すること。 
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また、大規模災害時には、災害等廃棄物処理事業の中で市町村発注の公費解体が実施され

る場合がある。公費解体の発注仕様書に石綿含有建材の事前調査や飛散防止措置等に関す

る事項が盛り込まれるように、当該市町村の担当部署を支援する必要がある。 

参考に、熊本地震における解体等工事の発注仕様書例を示した（※12-2）。 
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（※12-1）【参考】現場作業者、事前調査者向け周知用チラシの例 
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（※12-2）【参考】熊本地震における解体等工事の発注仕様書例 
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2.2 解体等工事情報の把握 

被災建築物の解体等工事においては、石綿含有建材の除去等の経験がなく、関係法令の

知識が十分ではない業者が解体を行う可能性もあることから、自治体の大気汚染防止法

（特定粉じん関係）担当部署は、以下の情報の活用等により、解体工事の場所・工事の情

報を積極的に把握する必要がある。 

・被災市町村が実施する公費解体の場合は、当該市町村の工事管理リスト 

・建築物等の所有者が実施する自費解体の場合は、当該建築物の所在する市町村の仮置場への搬入許

可リスト（当該リストの作成義務は無いため、当該市町村の管理方法による） 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）における届出等情報 

 これらの情報が円滑に入手できるように、解体工事が開始される前に、被災市町村等の

関係機関と協議しておくことが必要である。 

立入検査は、建築物等の構造・施工年代から特定建築材料が使用されている可能性の高

いもの（平成 18年以前に施工された鉄骨・鉄筋コンクリート造）を優先的に実施する。

構造等の情報がない場合は、第２章で示した 

・建築確認台帳 

・固定資産課税台帳 

・アスベスト調査台帳 

・地方公共団体所有施設等に関するアスベスト含有建材の使用実態調査結果 

・大気汚染防止法における封じ込め、囲い込みの届出履歴 

等の情報を活用する。 

なお、応急対応として被災建築物の石綿露出状況の調査を実施し、特定建築材料が使用

されている可能性のある建築物等が把握されている場合は、これも活用すること。 

 

2.3 立入検査 

自治体の大気汚染防止法（特定粉じん関係）担当部署は、2.1で把握した解体等工事現場

に対し、立入検査を実施する。 

立入検査は、廃棄物処理法担当部局及び労働基準監督署等の関係機関と連携して実施す

ることが望ましい。また、現場で石綿含有建材を分析できる機器（アスベストアナライザー

等）の携帯や専門家による協力についても検討するとよい。 

立入検査では、解体等事前調査が適切に実施され特定建築材料の見落としがないか、石綿

含有建材の不適切な取扱いによる飛散がないかを中心に確認し、法令違反や飛散のおそれ

のある状況が認められた場合には、速やかに必要な指導等を実施する。 

 

2.3.1 立入検査内容 

自治体の大気汚染防止法（特定粉じん関係）担当部署は、下記①～④の例を参考に、立

入検査を実施する。また、廃棄物処理法担当部署が立入検査を実施する場合は、⑤を参考

にすること。 
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（1）掲示板の確認 

災害時において被災者は不安を強く感じることを踏まえ、掲示がわかりやすい場

所に確実に設置されているかを確認する必要がある。 

【確認事項】 

① 事前調査結果の掲示が設置されており、省令に定められた記載事項が記載され

ているか。設置位置は適切か。 

② 特定粉じん排出等作業が実施される場合は、作業方法等の掲示が設置されてお

り、省令に定められた記載事項が記載されているか。設置位置は適切か。 

 

（2）事前調査の実施状況の確認 

大規模災害時には、経験の少ない業者が事前調査を行っている可能性があるた

め、事前調査が適切に行われていることを十分に確認する必要がある。 

【確認事項】 

① 事前調査の実施方法、実施者、実施結果等を、施工者等への聴き取り及び書類

（事前調査結果報告書、建材分析結果等）により確認する。 

② 解体等工事に係る建築物等について、石綿含有建材の見落しがないか、目視や

簡易分析により確認する。 

※天井ボードに被覆された鉄骨部分に使用されている特定建築材料が見落とされることが多

いので注意すること。また、「石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル[2.10版]」（平成 29年３

月 厚生労働省）では、「付録Ⅱ．現地調査の留意事項」において、見落とされやすい場所が具

体的に記載されているので参考とされたい。 

③ 特定建築材料の可能性がある建材が認められた場合、分析等による石綿含有有

無の確認が行われているかを、聴き取り及び書類により確認する。 

 

（3）事前調査結果等が適切に伝達されていることの確認 

事前調査を実施する業者と施工業者が異なる場合、解体等事前調査結果の現場へ

の伝達ミスが発生しやすいため、注意が必要である。 

【確認事項】 

① 現場監督が石綿含有建材の使用箇所を把握しているか、石綿含有建材の使用箇

所・取扱いについて、現場作業員に適切に指示しているかを確認する。 

 

（4）石綿の飛散防止措置が適切に講じられていることの確認 

特定粉じん排出等作業の届出が行われた解体等工事現場のうち、平常時の解体が行わ

れる工事現場及び改造・補修工事現場については、平常時と同様の検査を行う。 

特定建築材料が使用されている可能性のある建築物等の注意解体が行われる工事現

場については、特に石綿の飛散が懸念されることから、高い頻度で立入検査を実施

し、適切な飛散防止措置が取られていることを確認する必要がある。さらに、必要に

応じ周辺環境モニタリングを実施することが望ましい。 
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また、レベル３建材の除去に伴う石綿の飛散防止についても注意喚起を行う必要がある。 

【確認事項】 

① 平常時の解体及び改造・補修工事現場（特定粉じん排出等作業を伴うもの） 

・作業基準が遵守されているか、作業の内容等が届出と一致しているか。 

② 注意解体の工事現場（特定建築材料が使用されている可能性のある建築物等） 

・事前の協議内容（作業計画）に沿って作業が行われ、適切な飛散防止措置が講

じられているか。 

・落下した石綿含有建材も、重機等による解体作業の前に撤去されているか。

（撤去されていない場合、解体作業中にこれらが重機等により破砕されるおそ

れがある）。 

③ レベル３建材（又はその可能性のある建材）が使用されている場合 

・湿潤化の上、除去が手ばらし（原形のまま取り外し）で行われているか。やむ

を得ず破砕する場合は、水槽等に浸けながら破断する等の十分な飛散防止措置

が講じられているか。 

・木造建築物の注意解体が行われている工事現場については、散水等の飛散防止

措置が講じられているか。解体の過程で、特定建築材料の可能性のある建材が

発見されていないか。 

  ・被災により落下した石綿含有建材も重機等による解体作業の前に撤去されてい

るか。 

 

（5）石綿含有廃棄物等（廃石綿等及び石綿含有廃棄物）が適切に分別され、保管、処理

されていることの確認 

【確認事項】 

① 石綿含有廃棄物等が適切に分別されているか。 

② 適切な飛散防止措置が講じられているか。 

③ 保管に係る掲示はあるか、掲示内容は適切か。 

④ 収集運搬業者、収集運搬方法、処分業者及び処分方法の確認。 

 

なお、職員が習熟してきた時期には、以下の点についても確認し、必要に応じて労働基

準監督署に違反現場の通報を行うことが考えられる。  

【確認事項】 

① 石綿作業主任者技能講習修了者の中から石綿作業主任者が選任されているか。 

   石綿作業中の常駐と、修了証の携帯が義務づけられている。 

② 全ての作業員が石綿取扱作業員特別教育を受講しているか。 

   講習機関で受講した場合は、通常、修了証が発行され、現場に携帯していること

が多い。 

③ 作業員は適切な防じんマスク（RS3、RL3等）を着用しているか。 

    防じんマスクには、型式検定の合格を示すものとして標章が付されている。 
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2.3.2 指導等 

災害発生時には、石綿含有建材の除去等の経験が少ない業者が解体等に従事することが

想定されるため、十分な指導・助言が必要となる。 

元請に対する指導を行うことで、他の現場への指導内容の波及が期待される。 

立入検査において、法令違反や飛散のおそれのある状況、対応すべき事項が認められた

場合には、速やかに必要な指導等を実施し、指導後には適時に改善確認を行う。 

指導の例を以下に示す。 

【指導の例】 

（1）特定粉じん排出等作業の届出の有無にかかわらず、特定建築材料が使用されている

箇所について、作業基準に従わずに工事を実施している場合には、現場責任者に対

し、作業の一時停止及び応急の飛散防止措置を指示する。また、期限を定めて改善

内容の報告を求める。 

（2）届出のない特定建築材料が発見された場合であって、当該建材の使用箇所の工事に

着手していない場合には、法に基づく届出及び作業基準の遵守等を指導する。 

（3）特定建築材料の可能性のある建材が発見された場合であって、分析等による確認が

行われていない場合には、確認を指示するとともに、石綿を含有していないことが

明らかになるまでは当該箇所の工事を行わない（又は中断する）よう指導する。当

該箇所の工事に着手している場合には、応急の飛散防止措置について指導する。 

（4）立入検査時に確認できなかった点や、事前調査結果等に不審な点がある場合は、資

料の提出や再調査を指導する。 

（5）石綿の飛散につながるおそれのある違反事項等については、口頭だけでなく、文書

による指導を行うことが望ましい。また、指導後は、再度の立入検査等により、適

時に改善状況の確認を行う。 

（6）重大な法令違反については、作業基準適合命令等の行政措置を検討する。 

（7）特定建築材料以外の石綿含有建材（レベル 3建材）について、不適切な取扱いによ

る飛散のおそれがある場合には、飛散防止措置について指導・助言を行う。 

（8）その他、法令で規定されている事項が遵守されていない場合には必要な指導を行う。 

 

表 12.1 解体等工事現場への立入検査の参考となるマニュアル 

 

  

1. 建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル 2014.6 

環境省水・大気環境局大気環境課 

2. 石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル[2.10版] 

平成 29年３月 厚生労働省 
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3. 仮置場での管理状況の確認 

被災市町村が管理する仮置場（一次仮置場）には、相当量の石綿含有廃棄物が搬入され

ることが想定されるため、周辺への石綿飛散防止、作業員のばく露防止が求められる。 

市町村の廃棄物対策担当部署は、仮置場での管理状況の確認を行い、石綿含有建材の切

断・破砕が行われていないこと、搬入・搬出時、保管時の石綿飛散防止対策を確認し、必

要に応じて指導する必要がある。また、作業員の防じんマスク着用についても併せて確認

すること。 

 特に石綿含有廃棄物をダンプトラック等に直接積載して搬入される場合、積み下ろし時

に多量の石綿含有粉じんが飛散するおそれがあるため、大型のフレキシブルコンテナバッ

グ等の容器に入れるか、シートで梱包した状態で搬入・搬出させることが望ましい。 

 

 


